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府
は
今
年
６
月
末
、「
骨
太
方

針
２
０
１
５
」
を
閣
議
決
定

し
た
が
、
そ
の
最
初
の
試
金

石
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
２
０
１
６
年
度

の
予
算
案
が
12
月
に
固
ま
る
。

　
骨
太
方
針
２
０
１
５
で
は
、
20
年
度

ま
で
に
国
・
地
方
の
基
礎
的
財
政
収
支

（
以
下
Ｐ
Ｂ
）
を
黒
字
化
す
る
従
来
の

目
標
の
ほ
か
、
18
年
度
の
Ｐ
Ｂ
の
赤
字

幅
を
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
１
％
程
度
に
す
る
目

安
を
盛
り
込
ん
で
い
る
。
こ
の
た
め
、

16
年
度
予
算
案
を
含
め
、
当
面
は
歳
出

改
革
お
よ
び
17
年
４
月
の
消
費
税
率
引

き
上
げ
（
８
％
→
10
％
）
の
判
断
が
大

き
な
政
治
的
争
点
と
な
る
。

　
こ
れ
に
関
連
し
て
、
マ
ス
コ
ミ
報
道

が
少
な
い
た
め
に
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い

な
い
が
、
財
務
省
の
財
政
制
度
等
審
議

会
財
政
制
度
分
科
会
は
今
年
10
月
、
起

草
検
討
委
員
の
提
出
と
い
う
形
で
「
我

が
国
の
財
政
に
関
す
る
長
期
推
計
」
を

公
表
し
た
。

　
こ
れ
は
14
年
４
月
に
公
表
し
た
長
期

推
計
の
改
訂
版
だ
。
高
齢
化
で
急
増
す

る
社
会
保
障
費
が
将
来
の
財
政
に
与
え

る
影
響
を
分
析
す
る
た
め
、
幾
つ
か
の

ケ
ー
ス
に
お
い
て
、
60
年
度
ま
で
の
長

期
の
財
政
の
姿
を
展
望
し
、
財
政
安
定

化
（
60
年
度
以
降
の
債
務
残
高
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
の
安
定
化
）
に
必
要
な
Ｐ
Ｂ
改
善

幅
を
試
算
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
こ
の
試
算
で
は
、
17
年
４
月
の
消
費

税
率
引
き
上
げ
を
前
提
に
、
ケ
ー
ス
①

社
会
保
障
費
を
中
心
と
す
る
歳
出
改
革

の
努
力
が
弱
く
、
現
行
制
度
を
前
提
と

し
て
、
20
年
度
に
国
・
地
方
の
Ｐ
Ｂ
均

衡
が
実
現
で
き
な
い
ケ
ー
ス
と
、
ケ
ー

ス
②
20
年
度
に
Ｐ
Ｂ
均
衡
が
実
現
で
き

て
い
る
ケ
ー
ス
等
を
扱
っ
て
い
る
。

　
こ
の
う
ち
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が

24
年
度
以
降
０
・
４
％
ま
で
低
下
す
る

場
合
、
財
政
安
定
化
に
必
要
な
一
般
政

府
の
Ｐ
Ｂ
改
善
幅
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
、

ケ
ー
ス
②
で
は
９
・
78
％
（
消
費
税
率

換
算
で
19
・
５
％
の
追
加
増
税
に
相

当
）
だ
が
、
ケ
ー
ス
①
で
は
11
・
12
％

（
同
22
・
２
％
）
と
な
る
こ
と
を
示
し

て
い
る
。
こ
れ
は
、
20
年
度
の
Ｐ
Ｂ
均

衡
が
実
現
し
な
い
場
合
、
財
政
安
定
化

に
必
要
な
収
支
改
善
幅
は
、
消
費
税
率

換
算
で
約
３
％
も
上
昇
し
て
し
ま
う
可

能
性
を
意
味
す
る
。

　
こ
の
点
で
、
骨
太
方
針
２
０
１
５
に

盛
り
込
ま
れ
た
18
年
度
や
20
年
度
の
Ｐ

Ｂ
目
標
は
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
ま
ず

は
16
年
度
の
予
算
編
成
を
含
め
、
政
府

・
与
党
の
財
政
再
建
に
向
け
た
努
力
が

試
さ
れ
て
い
る
。
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現行制度を前提として、2020年度のPB均衡が実現できない場合。
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